




精神科訪問看護サービス契約書
（医療保険用・精神）
[bookmark: _Hlk42678489]







日本財団在宅看護センター　しこく


精神科訪問看護サービス利用契約書（医療保険）


一般社団法人在宅看護センター四国
 
  　　　　　　　様（以下「利用者」といいます）と、指定訪問看護事業者である 一般社団法人在宅看護センター四国（以下「事業者」といいます）は、事業者が利用者に対して行う訪問看護サービスについて、次のとおり契約を結びます。

(目的)
第 1 条  事業者は、関係法令及びこの契約書に従い、利用者がその有する能力に応じて可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう、利用者の療養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目指すことを目的として訪問看護サービスを提供します。
2  事業者は、健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律その他関係法令及びこの契約書に従い、利用者に対し療養上の世話又は診療の補助をその内容とした訪問看護サービスを提供します。 

 （契約期間）
第 2 条  この契約の期間は、契約締結の日から、利用者の終了の意思表示がなされるまでの期間とします。
但し、第 10　条に定める契約の終了行為があった場合は、その定める日までとします。
 
 （運営規程の概要） 
第 3 条  事業者は運営規程の概要（事業目的、職員の体制、訪問看護サービスの内容等）は、別紙重要事項説明書の記載したとおりです。

（訪問看護計画）
第 4 条  事業者は、医師の指示、利用者の日常生活の状況及び希望を踏まえて、「訪問看護計画」を作成します。事業者はこの「訪問看護計画」を作成し利用者に説明をします。
2   事業者は、利用者がサービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合は、速やかに「訪問看護計画」の変更等の対応を行います。
     3   事業者は、訪問看護計画を作成し又は変更した際には、これを利用者及びその後見人又は家族に対し説明し、その同意を得るものとします。
4   緊急時等については24 時間いつでもご連絡いただけます。又、その状況により必要時には訪問を致します。 

 （サービス提供の記録等）
第 5 条  事業者は、サービスを提供した際には、訪問看護の内容を記し利用者に記録を手渡し確認を受けることとします。 
2   事業者は、訪問看護の記録は5年間はこれを適正に保存します。又、法的に必要な時は利用者の求めに応じその写しを交付致します。

 （主治医との関係）
	第 6 条  事業者は、訪問看護サービスの提供を開始する際には、主治医の指示を文書で受けます。

	2   事業者は主治医に訪問看護計画書及び訪問看護報告書を提出し、主治医との密接な連携を図ります。



（負担金及びその滞納）
第 7 条  サービスに対する利用者負担金は、別紙「重要事項説明書」に記載する通りとします。尚、利用者負担金は関係法令に基づいて決められているものであるため、契約期間中にこれが変更になった場合は、関係法令に従って改定後の金額が適用されます。 
2   利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金を 2 ヶ月分以上滞納した場合は、事業者は 1 ヶ月以上の期間を定めて、期間満了までに利用者負担金を支払わない場合には契約を解除する旨の催告をすることができます。 
3   事業者は、前項に定める期間が満了した場合には、この契約を文書により解除することができます。 

 （利用者の解約権）
第8条　利用者は、事業者に申し出ることにより、いつでも本契約を解除できます。

（事業者の解約権）
第 9 条  事業者は、利用者の著しい不信行為により契約の継続が困難となった場合は、その理由を記載した文書により、この契約を解除することができます。 
2   事業者は、事業の安定的な運営が困難となった場合や事業所の統廃合があった場合は、その理由を記載した文書によりこの契約を解除することができます。この場合事業者は、利用者の主治医等と協議し利用者に不利益が生じないよう必要な措置をとります。 

 （契約の終了）
第 10 条  次のいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。 
1）第8条の規定により、利用者から契約解除の意思表示がなされたとき
２） 第 9 条の規定により事業者から契約解除の意思表示がなされた時 
３） 利用者が死亡した場合 

 （損害賠償）
第 １１ 条　　事業者は、サービスの提供に伴って利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合は、その損害を賠償致します。 
但し、自らの責めに帰すべき事由によらない場合にはこの限りではありません。 
 （個人情報保護）
第 12 条  事業者は、サービスを提供する上に知り得た利用者及びその家族に関する秘密・個人情報については、利用者または第三者の生命、身体等に危険がある場合等正当な理由がある場合を除いて、契約中及び契約終了後、第三者に漏らすことはありません。 
2   あらかじめ文書により利用者や家族の同意を得た場合、前項の規定に関わらず、一定の条件の下で個人情報を利用できるものとします。 

 （苦情対応）
第 13条  利用者は提供されたサービスに対して苦情がある場合には、事業者、市町村又は国民健康保険団体連合会に対して、いつでも苦情を申し立てることができます。 
2   事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにすると共に、苦情の申し立て又は相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。 
3   事業者は、利用者が苦情申し立て等を行ったことを理由として何らの不利益な取り扱いをすることはありません。 

第13条の2（虐待の防止）
事業者は、利用者の人権を擁護し、虐待の発生又は再発を防止するため、虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知するとともに、虐待防止のための指針を整備し、従業者に対する定期的な研修を実施し、虐待防止に関する担当者を定めるなど必要な措置を講じます。
第13条の3（身体的拘束等）
事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。やむを得ず身体的拘束等を行う場合は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。また、身体的拘束等の適正化を図るため、委員会の開催、指針の整備及び従業者への研修を行います。
第13条の4（業務継続計画）
事業者は、感染症及び非常災害の発生時においても訪問看護サービスを継続的に提供し、非常時の体制で早期の業務再開を図るため、業務継続計画（BCP）を策定し、従業者に周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。また、業務継続計画を定期的に見直し、必要に応じて変更します。
（契約外条項等） 
第 14条  この契約及び健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律その他関係法令で定められていない事項については、関係法令の趣旨を尊重し、利用者と事業者の協議により定めます。 
2　本契約は、健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律その他関係法令に基づく医療保険の訪問看護サービスを対象とします。
（その他）
第 15 条　　サービス提供の際や事故やトラブルを避けるため、次の事項にご留意下さい。
1） 看護師等は、年金の管理や金銭の貸借などの金銭の取扱いは差し控えさせていただきます。
2） 看護師等に対する贈り物や飲食のもてなし等は、お気遣いご遠慮させていただきます。
3） 訪問看護師は受け持ち制ではありません。日々担当が変わります。
4） 利用者様本人もしくは、家族様から利用者様のケア記録等の閲覧の希望がありましたら開示いたします。





















訪問看護重要事項説明書

１．法人の概要
	法人の種別
	一般社団法人在宅看護センター四国

	代表者名
	尾﨑　共代

	所在地・連絡先
	（住所）　愛媛県四国中央市土居町上野甲1197番地１

	
	（電話）　0896－77－5057

	
	（FAX）　0896－77－5430



２．事務所の概要
１） 事業所名称及び事務所番号
	事業所名
	日本財団在宅看護センターしこく

	所在地・連絡先
	（住所） 愛媛県四国中央市川之江町字井地山980番6
（電話） 0896－77－5057
（FAX） 0896－77－5430

	事業所番号
	３ ８ ６ １ ３ ９ ２ ０ ５ ２

	管理者の氏名
	尾﨑　共代



２） 事業所の職員体制
	職種　　
	資格
	常勤
	非常勤
	備考

	管理者
	正看護師
	1名
	
	看護職員と兼務（介護予防と兼務）

	看護職員
	正看護師
	3名
	5名
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（管理者）
管理者は、ステーションの従業者の管理及び事業の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行うとともに自らも事業の提供に当たる。
（看護職員）
看護師は、訪問看護計画書及び訪問看護報告書を作成し、事業の提供に当たる。

３） 事業の実施区域
	事業の実施区域
	四国中央市、新居浜市、西条市を区域とする。
（但し、黒島、別子地区を除く。）


上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。
４） 営業日(サービス営業日)
	営業日
	営　業　時　間

	平日
	8時30分～17時30分

	土曜、日曜、国民の祝日
	休日　


　１２月２９日から１月３日を除く

３．サービスの内容
自宅で療養される方が安心して療養生活を送れるように、主治医の指示により当在宅看護センターしこくの看護師が定期的に訪問し、必要な処置を行い、在宅療養の援助を行います。
１） 療養上の世話
清拭・洗髪などによる清潔の管理・援助・食事(栄養)及び排泄等、日常生活療養上のお世話、ターミナルケア
２） 診療の補助
褥創の予防・処置、胃ろう・ストーマー、カテーテル管理等の医療的処置や点滴等
３） リハビリテーション
４） 介護予防や健康相談
５） 家族への療養上の指導・相談、家族の健康管理

４．訪問看護の提供方法
訪問看護の提供方法は次のとおりです。
１） 利用者がかかりつけの医師に申し出て、主治医がステーションに交付した指示書により、訪問看護計画書を作成し訪問看護を実施します。
２） 利用者に主治医がいない場合は、ステーションから居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、地区医師会、関係区市町村等、関係機関に調整等を求め対応をします。

５．費用
料金の算定の基本となる時間は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、ご利用者様の居宅サービス計画に定められたサービスにかかる標準的な時間を基準とします。
医療保険での給付の範囲を超えたサービスの利用料金は、ご利用者様の自己負担となりますのでご相談ください。(P11-13　指定訪問看護サービス利用料について　（医療保険）参照)
医療保険料の滞納などにより、事業者に直接医療保険給付が行われない場合があります。その場合、ご利用者様は一ヶ月につき利用料金表の金額をお支払いください。利用料のお支払いと引き換えに支払い報酬明細書と領収書を発行します。



１） 交通費及び駐車場の料金について　
	交通費
	
	無料

	駐車場
	有料駐車場を利用する場合
	実費



２） 実施地域外の交通費
事業の実施地域外（別子地区・新宮地区）にお住まいの方は交通費の実費が必要となります。（自動車、バイク等を使用した場合は、実施地域を超えた地点から片道１キロメートル毎に10円で往復実費。）　※医療保険対象の方は契約書に記載されている交通費に加え実費が必要となります。

３） その他の費用・電気、ガス又は水道料金の無償使用
1 看護師等が、訪問看護の提供のために電気、ガス又は水道を使用する必要があるときには無償で使用させていただきます（サービスの前後に手洗いをさせていただくことをご了承ください）。
2 看護師等が、訪問看護の提供に関して事業所等に連絡する必要があるときには、無償で電話を使用させていただくことがあります。

４） キャンセル料
[bookmark: _Hlk493736009]ご利用者様のご都合により、サービスのキャンセルが発生する場合には、
サービス利用の前日17時までに
「日本財団在宅看護センターしこく」へ　ご連絡ください。

ご利用者様からキャンセルのご連絡がなく、当日に訪問看護師がご利用者様宅に伺った場合には、キャンセル料を申し受けることになりますがご了承下さい。
但し、ご利用者様の病状の急変など、緊急やむをえない事情がある場合はキャンセル料は不要です。
	利用日の前日17時までに連絡があった場合
	無料

	利用日の前日17時までに連絡がなかった場合
	２０００円


＜利用料金の支払い方法＞
当月末締めの翌月１５日に請求致します。


６．利用料等のお支払い方法
前月のサービスご利用分に関する利用者負担金を、事業者が定める翌日の期日までにお支払いいただきます。お支払い方法は原則として口座引き落としとさせていただきます。なお、口座引き落とし以外のお支払いについては、ご相談ください。
７．事故発生時の対応
ご利用者様に対する指定訪問看護の提供により事故が発生した場合は、市町、利用者の家族、利用者様に係る居宅介護支援事業者(関係支援事業者)等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。




８．事業所の特色
	事業の目的
	ご契約者に対して看護のサービスを提供し、居宅においてご契約者が有する能力に応じた、可能な限り自立した生活を確保することができるように支援することを目的とします。

	運営の方針
	２４時間体制で、ご契約者の心身に応じた適切なサービスを提供します。事業の実施にあたっては、人員の確保、教育指導に努め、ご契約者個々の主体性を尊重し、地域の保健医療、福祉との連携のもと総合的なサービスの提供に努めます。


９．研修
在宅看護センターしこくでは社会的使命を充分認識し、職員の資質向上を図るために次に掲げる研修の機会を設け、また、業務体制を整備しています。
１） 採用後2ヶ月以内の初任研修
２） 年2回の業務研修

１０．身分証明書の携行
訪問看護サービスを提供する看護師等は、身分証明書を携行しています。利用者様またはそのご家族から求められた場合は、これを提示します。

１１．サービス内容に関する苦情等相談窓口
	当事業所お客様相談窓口
	窓口責任者
	尾﨑　共代（管理者兼看護師）

	
	利用時間
	8時30分～17時30分

	
	電話　　　

	1 ０８９６－７７－５0５７
2 ０９０－２７８１－５９７８


公的機関においても苦情申し出ができます
	四国中央市市役所　 介護保険課

	土日曜日・祝日・12月29日～１月３日以外の
月曜日から金曜日（8時30分～17時15分まで）
電話：０８９６－２８－６０２５

	新居浜市市役所    介護福祉課
     
	土日曜日・祝日・12月29日～１月３日以外の
月曜日から金曜日（8時30分～17時15分まで）
電話：０８９７－６５－１２４１

	愛媛県国民健康保険団体連合会 
           
	土日曜日・祝日・12月29日～１月３日以外の
月曜日から金曜日（8時30分～17時15分まで）
電話：０８９－９６８－８８００(代表)



１２．緊急時等における対応方法
　サービス提供中に病状の急変などがあった場合は、速やかにお客様の主治医、救急隊、緊急時連絡先(ご家族等)、居宅サービス計画を作成した居宅介護支援事業者等へ連絡をします。
	主治医
	病院名
住　所
	

	
	氏　名
	

	
	電　話
	

	緊急連絡先
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
13．虐待防止のための措置
利用者の人権の擁護及び虐待の防止を図るため、虐待防止委員会を定期的に開催し、その結果を従業者に周知します。また、虐待防止のための指針を整備し、従業者に対する定期的な研修を実施するとともに、虐待防止に関する担当者を定め、虐待が発生した場合の報告・対応体制を整備します。
14．業務継続計画（BCP）の策定等
感染症及び非常災害の発生時においても必要な訪問看護を継続的に提供し、早期の業務再開を図るため、業務継続計画（BCP）を策定します。従業者に計画を周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し、計画を定期的に見直します。
15．身体的拘束等の原則禁止
利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。やむを得ず行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。また、身体的拘束等の適正化を図るため、委員会の開催、指針の整備及び従業者への研修を行います。
16．第三者による評価の実施状況
　　　　なし（2026（令和8）年8月19日現在）
個人情報使用に関する目的
Ⅰ．個人情報利用の目的

1． 医療・介護サービスの提供
1） 保険証や診療情報提供書、訪問看護指示書、訪問看護計画書、居宅サービス計画書などの個人情報は、利用者様への医療・介護提供のために利用します。（カルテ作成、検索、取出し、保険確認、本人確認等、医療・介護行為全てに使用されます。保険証はカルテ作成時の転記ミス防止の為コピーを1部とらせていただく場合があります。）
2） 医療・介護の質の向上や安全確保、医療や介護の事故未然防止のための分析や報告に利用します。

2． 医療・介護連携
1） 利用者様が継続的によい医療・介護を受けられるよう、診療や介護に関する情報を外部の病院、診療所、施設等との医療・介護連携を行うために互いに情報交換を致します。この情報は患者様・利用者様の医療や介護の為だけに利用します。
2） 利用者様への医療や介護提供のため、外部の医師等の意見、助言を求めるために利用します。

3． 病状・経過等の説明
　利用者様への医療や介護提供に際して、了解を得たご家族等への病状、経過等の説明を行うため利用します。

4． 学会・研究、研修、検討会
法人内の職員研修・検討会では、個人情報の保護に配慮して利用します。学会・研究等で個人情報を利用する場合は、原則として個人を特定できないよう匿名化します。匿名化が困難な場合又は個人を特定し得る情報を利用する場合は、訪問看護サービスの提供に必要な情報利用とは分けて、あらかじめ本人に説明し、別途同意を得ます。

5． 医事会計（介護を含む）・保険請求業務
　医事会計（介護を含む）業務及び保険請求業務（審査支払機関や保険者へのレセプト提出や照会への回答）に使用するほか、場合により未収金発生時にはその督促、回収業務に使用します。

6． その他
１） 賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社等への相談又は届出等。
２） 第三者機関への質の向上・安全確保・医療事故対応・未然防止のための報告。

Ⅱ．条件
　       　個人情報の提供は、必要最小限として、提供にあたって関係者以外の者に情報が漏れることがないように細心の注意し利用します。
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訪問看護契約における個人情報使用同意書


私及びその家族の個人情報については、次に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用する事に同意します。

１　使用する目的
健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律その他関係法令に基づき、当該事業所が訪問看護計画に基づく訪問看護サービスを円滑かつ適切に実施するために必要な場合。

２　使用にあたっての条件
1） 個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際に関係者以外には漏れることのないよう細心の注意を払うこと。
2） 事業者は、個人情報を使用した会議、相手方について記録しておくこと。
３　情報提供先の範囲
主治医その他の医療機関、薬局、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、介護・福祉サービス事業所、保険者、審査支払機関その他訪問看護サービスの提供、連携又は保険請求に必要な関係機関・関係者。
４　使用する個人情報の範囲
氏名、住所、連絡先、保険資格、病状・診療情報、服薬情報、訪問看護計画・報告、生活状況、家族情報その他訪問看護サービスの提供に必要な情報。家族の個人情報についても、必要な範囲に限って取り扱います。
５　同意の有効期間及び撤回
本同意は契約期間中有効とし、利用者はいつでも同意内容の全部又は一部を撤回又は変更することができます。撤回又は変更の申出後は、その範囲で以後の個人情報の利用及び第三者提供を行いません。ただし、法令に基づく場合、人の生命・身体又は財産の保護のために必要で本人の同意を得ることが困難な場合その他法令上認められる場合を除きます。
６　同意しない場合の取扱い
任意の情報利用又は第三者提供に同意しないことのみを理由として、不当に不利益な取扱いを行いません。ただし、訪問看護サービスの安全かつ適切な提供に必要な情報共有ができない場合には、その影響について説明し、対応を協議します。
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❶　訪問看護基本利用料
	訪問看護療養費項目
	利用料
	基本利用料（利用者負担金）

	
	
	1割負担
	2割負担
	3割負担

	精神訪問看護基本療養費Ⅰ
（一日につき）

	週3日
まで
	30分以上
	5550円
	555円
	1110円
	1665円

	
	
	30分未満
	4250円
	425円
	850円
	1275円

	
	週４日目
以降
	30分以上
	6550円
	655円
	1310円
	1965円

	
	
	30分未満
	5100円
	510円
	1020円
	1530円

	精神訪問看護
基本療養費Ⅱ（一日につき）
	3時間迄
	1600円
	160円
	320円
	480円

	
	3時間以上１時間毎
	400円
	40円
	80円
	120円

	精神訪問看護基本療養費Ⅲ（一日につき）
同一建物居住者
	同日２人
	週３日迄
	30分以上
	5550円
	555円
	1110円
	1665円

	
	
	
	30分未満
	4250円
	425円
	850円
	1275円

	
	
	週４日
以降
	30分以上
	6550円
	655円
	1310円
	1965円

	
	
	
	30分未満
	5100円
	510円
	1020円
	1530円

	
	同日３人以上
	週３日迄
	30分以上
	2780円
	278円
	556円
	834円

	
	
	
	30分未満
	2130円
	213円
	426円
	639円

	
	
	週４日
以降
	30分以上
	3280円
	328円
	656円
	984円

	
	
	
	30分未満
	2550円
	255円
	510円
	765円

	

	訪問看護
管理療養費
（一日につき）
	月の初日
	7400円
	740円
	1480円
	2220円

	
	2日目以降
	2980円
	２９８円
	596円
	894円

	

	精神訪問看護
基本療養費Ⅳ
	外泊時の
訪問看護
	30分以上
1時間30分未満
	8500円
	850円
	1700円
	2550円


❷　加算料金
	訪問看護加算項目
	
	1割負担
	2割負担
	3割負担

	精神科緊急訪問看護（Ⅰ・Ⅲ）の加算
	1日に１回
	2650円
	２６５円
	５３０円
	７９５円

	長時間精神科訪問看護
（Ⅰ・Ⅲ）加算
	別表８、特別訪問看護指示に係る方　（週１日）
	5200円
	５２０円
	１０４０円
	１５６０円

	
	１５歳未満の超重症児、準超重症児　　（週３日）
	5200円
	５２０円
	１０４０円
	１５６０円

	複数名精神科訪問看護加算
（30分未満の場合を除く）
	看護師+看護師（保健師）
	4300円
	４３０円
	８６０円
	１２９０円

	
	看護師+准看護師
	3800円
	３８０円
	７６０円
	１１４０円

	
	看護師+看護補助者（精神保健福祉士）（週１回）
	3000円
	３００円
	６００円
	９００円


	精神科複数回訪問加算
	１日に2回
	4500円
	４５０円
	９００円
	１３５０円

	
	１日に３回以上
	8000円
	８００円
	１６００円
	２４００円

	❸　１か月に１回の加算料金

	訪問看護加算項目
	料金
	1割負担
	2割負担
	3割負担

	精神科重症患者早期集中支援管理連帯加算
（6か月に限る）
	６４００円
	６４０円
	１２８０円
	１９２０円

	特別管理加算Ⅰ
	5000円
	500円
	1000円
	1500円

	特別管理加算Ⅱ
	2500円
	250円
	500円
	750円

	24時間対応体制加算
	5400円
	540円
	1080円
	1620円

	訪問看護情報提供療養費
	1500円
	150円
	300円
	450円

	悪性腫瘍利用者の緩和ケア
又は褥瘡ケアに係る
専門の研修を受けた看護師
	12850円
	1285円
	2570円
	3855円

	❹　共通加算料金
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	料金
	1割負担
	2割負担
	3割負担

	退院時支援指導加算
	6000円
	600円
	1200円
	1800円

	退院時共同指導加算
	6000円
	600円
	1200円
	1800円

	特別管理指導加算
	2000円
	200円
	400円
	600円

	在宅患者連携指導加算(月1回迄) ★5
	3000円
	300円
	600円
	900円

	在宅患者緊急時等
カンファレンス加算　(月2回迄)
	2000円
	200円
	400円
	600円

	訪問看護ターミナルケア療養費
	20000円
	2000円
	4000円
	6000円

	乳幼児加算（3歳未満）
	500円
	50円
	100円
	150円

	幼児加算（3歳以上5歳未満）
	500円
	50円
	100円
	150円

	❺　時間帯による料金　　（早朝・夜間・深夜の訪問看護に関する加算）

	訪問時間　　
	１回料金
	１割負担
	2割負担
	3割負担

	早朝　（6：00～８：００）
	２１００円
	210円
	420円
	630円

	夜間　（18：00～22：00）
	２１００円
	210円
	420円
	630円

	深夜　（22：00～6：00）
	４２００円
	420円
	840円
	1260円

	昼間　（8：３０～17：００）
	0円
	0円
	0円
	0円

	
❻　その他、保険外料金（税別）

	土・日・祝日
	3000円

	年末年始(12/29～1/3)
	4000円

	死後の処置（材料料金別途）
	10000円

	キャンセル料（ご連絡がない場合）
	2000円


＊キャンセル時にはサービス前日17時までに、
「日本財団在宅看護センターしこく」　電話番号　　四国中央市（０８９６）77－5057　　へ　ご連絡ください。　　　　　

★1　同一建設物居住者への訪問
★2　外泊中の訪問
★3　主治医の指示で緊急訪問した場合
★4　一回が90分を超えた場合
★5　利用者の同意を得た月2回以上の情報共有に基づく指導等を行った場合

ご利用料金
ご利用料金＝❶＋❷＋❸＋❹＋❺＋❻














医療保険での訪問看護サービスに係る加算同意書

１．サービスの種類と内容
■特別管理加算　
　特別な管理を要する利用者に対して、計画的な管理を行った場合に加算されます。
	特別な管理のうち
重症度が高い場合
	特別な管理を要する場合

	（ア）在宅悪性腫瘍患者等指導管理若しくは、在宅気管切開患者指導管理を受けている状態にある者、又は、気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態にある者
	（ア）在宅自己腹膜還流指導管理、在宅血液透析指導管理在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理、又は、在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態にある者
（イ）人口肛門又は人口膀胱を設置している状態にある者
（ウ）真皮を超える褥瘡の状態にある者
（エ）在宅患者訪問点滴注射管理指導料を算定している者



■退院時共同指導加算
　病院、診療所を退院又は介護老人保健施設を退所前に、在宅生活について、カンファレン　　　　スを行った場合、退院、退所後の初回訪問看護の際に１回（特別な場合は２回）加算されます。

■特別管理指導加算
　退院後、特別な管理が必要な方（上記「特別管理加算」参照）に対して、退院時共同指導を行った場合に、退院時共同指導加算に追加して加算されます。

■退院支援指導加算
　診療により、退院日当日の訪問看護が必要であると認められ訪問し療養上の指導を行った場合に、退院時共同指導加算に追加して加算されます。

■精複数名訪問加算
　下記のいずれかの条件を満たし、１つの事業所から同時に複数の看護師等が１人の利用者に訪問看護を行ったときに加算されます。
　①利用者の身体的理由により、１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合
　②暴力行為、迷惑行為等が認められる場合
　③その他利用者の状況等から判断して、上記①②に準ずると認められる場合


■訪問看護情報提供療養費
　利用者様の居住する市区町村に訪問看護の状況を示す文書を添えて、保険福祉サービスに必要な情報を提供した場合に加算されます。主に、健康教育、機能訓練、訪問指導等の保険サービス又はホームヘルプサービスに（入浴、洗濯等のサービスを含む）等の福祉サービスを有効に提供することを目的とし、市区町村が情報提供を求めているものです。

■精神科緊急時訪問看護加算
　利用者または家族の求めに応じて、診療所または在宅療養支援病院の主治医の指示により連携する訪問看護ステーションの保健師等（看護師も含む）が緊急に訪問看護を実施した場合に１日１回加算されます。

２．サービスに係る同意

下記の内容をご確認いただき、了承する・しないのいずれかに〇をつけて下さい。
24時間対応体制加算
利用者又はその家族に対して２４時間連絡をできる体制にあり、必要に応じ
　　緊急時訪問看護を行う体制にある場合１月に１回加算されます。緊急訪問を
　　行うとさらに緊急訪問看護加算が加算されます。
　　　　　　　　　　　　　　・了承する　　・了承しない

ターミナルケア療養費
　　在宅で死亡した利用者について、死亡日及び死亡日前
　　１４日以内に２日（回）以上、看取りの看護を行った場合に加算されます。
　　（ターミナルケア後、２４時間以内に在宅以外で死亡した場合を含む）

　　　　　　　　　　・了承する　　・了承しない

（医療保険）自治体への情報　
　　　　・了承する　　・了承しない




当センターは、「精神科訪問看護サービス利用契約書（訪問看護重要事項説明書、個人情報使用に関する目的、訪問看護契約における個人情報使用同意書、訪問看護サービス利用料、訪問看護サービスに係る加算同意書を含む）」に基づいて、利用者と事業者間で説明、同意、交付しました。
この契約の成立を証するため本証２通を作成し、利用者と事業者が各署名押印して両者１通ずつを保管します。



令和　　 年　　 月　　 日
	利用者
	住所
	

	
	氏名
	印

	
	
	

	家族代表者
	住所
	

	続柄（　　　　　　　　　）
	氏名
	印

	
	電話
	

	
	
	

	代理人
（選任した場合）
	住所
	

	
	氏名
	印

	
	
	

	事業者
	事業者名　　一般社団法人在宅看護センター四国

	
	代表者名　　尾﨑　共代　　　　　　　　　　　　印

	
	事業所　　日本財団在宅看護センターしこく

	
	住所　愛媛県四国中央市川之江町
字井地山980番６
電話番号　　　０８９６－７７－５０５７





2

